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総務省が示した全国統一的な基準により作成しています。

①貸借対照表 ②行政コスト計算書

④資金収支計算書

（注１）（ ）は地方交付税の振替財源である臨時財政対策債を地方交付税と同様の取り扱いとした場合の数値である。
臨時財政対策債は、地方交付税として配分されるお金のうち、足りない分を県が借入により立替えているもので、

国から支払が保障されている。
（注２）連結の資金収支計算書については、統一的な基準において作成しないことが認められているため、作成していない。

（単位：億円）

（単位：億円）

（単位：億円）

③純資産変動計算書 （単位：億円）

※ 管理者（県）と所有者（国）が異なる指定区間外の国道や指定
区間の一級河川等（１兆４,５８４億円）については、資産と
しては計上していない。

科目 一般会計等 連結

資産（Ａ）
[うち現金預金]

48,867
[836]

64,852
[1,346]

負債（Ｂ）
48,070
(32,606)

62,030
(46,566)

純資産
（Ａ－Ｂ）

797
(16,261)

2,822
(18,286)

科目 一般会計等 連結

経常費用
（Ａ）

15,991 21,354

経常収益
（Ｂ）

471 1,434

臨時損失
（Ｃ）

118 116

臨時利益
（Ｄ）

58 64

純行政コスト
（Ａ－Ｂ＋Ｃ－Ｄ）

15,580 19,972

科目 一般会計等 連結

前年度末純資産
（Ａ）

727
(16,148)

2,741
(18,162)

純行政コスト
（Ｂ）

15,580 19,972

税収、国庫補助
金等（Ｃ）

15,650
(15,693)

20,053
(20,096)

本年度末純資産
（Ａ－Ｂ＋Ｃ）

797
(16,261)

2,822
(18,286)

科目 一般会計等

業務活動収支
（Ａ）

785
(828)

投資活動収支
（Ｂ）

▲1,073

財務活動収支
（Ｃ）

366
(323)

前年度末資金
（Ｄ）

669

本年度末資金（Ｅ）
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）

747

本年度末歳計外現金
（Ｆ）

89

本年度末現金預金
（Ｅ＋Ｆ）

836

令 和 ４ 年 度 財 務 書 類 の 概 要


